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研究成果の概要（和文）：気候変動によって穀物生産が受ける影響を評価した．最新の気候予測データCMIP6と
作物生育モデルCYGMAを用いて政府農業開発投資10億ドルに対するトウモロコシ収量の伸びを推定し，温暖化が
著しい場合には低所得国を中心に収量の伸びが鈍化することが明らかになった．日本のコメも温暖化が緩和でき
ない場合には品質が低下し，九州では収量も低下するために生産額は現在より低下する可能性が高いことを示し
た．気候変動の緩和に向けた取り組みに加え，高温耐性品種の開発および移植日の調整といった適応策の推進が
不可欠である．

研究成果の概要（英文）：We evaluated the impact of climate change on crop production. Using the 
latest climate prediction data from CMIP6 and the crop growth model CYGMA, we estimated the increase
 in maize yield in response to a government agricultural expenditure  of $1 billion. The results 
indicate that under significant warming scenarios, yield growth will slow, particularly in 
low-income countries. Additionally, we found that if global warming is not mitigated, the quality of
 rice in Japan will deteriorate, and yield will decrease in Kyushu, potentially leading to lower 
production value compared to the current levels. It is essential to not only work towards mitigating
 climate change but also to promote adaptive strategies such as the development of heat-resistant 
crop varieties and adjustments to transplanting dates.

研究分野： 農業気象学

キーワード： 気候変動　作物生産

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
開発途上国を中心に世界の人口は増加を続けており，食糧生産性の向上を維持するために収量の増加が必要であ
る．本研究は温暖化緩和の進捗によっては同じ農業研究開発投資や栽培方法であっても収量の増加が目減りある
いは減少へ転じることを示しており，気候変動に対する対策が急務であることを示している．また，収量や品質
といった作物情報を生産額へと翻訳することで影響評価研究を発展させ，気候変動によって農作物が受ける影響
の定量化を推進した．

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
 気候変動が農産物の生産に与える影響が顕在化する現在，世界の食糧安全保障を確立するこ
とが急務である．熱波や干ばつといった極端現象が減収を招く一方で，世界の食料需要は人口増
加やバイオエタノールの関心の高まりで増加しており，気候変動下で増収を継続するのは課題
が多い．食糧安全保障において，重要なのは穀物の安定的な確保である．日本の 2018 年の食料
自給率（カロリーベース）は 37%で（農林水産省 2018），コメを除いて自国で食料需要を満た
すことはできていない．そのため主要な穀物（トウモロコシやダイズ，コムギ）は多くを輸入に
頼っており，輸出国の生産量の動向が日本の食糧安全保障の鍵となっている． 
 
２．研究の目的 
 本研究は，大規模アンサンブル生育シミュレーションと詳細農地データに基づき，今後の日本
の食糧安全保障の見通しを明らかにする．主要 4 穀物のうち自給ができているコメは自国生産，
その他の穀物は日本へ多く輸出する国（以下，輸出国）と世界の主要生産国を対象とする．収量
のばらつきを空間（国）および時間（年々変動）に着目して不作/豊作の発生頻度を明らかにし，
農地政策や栽培管理の検証を通して，気候変動の顕在化が懸念される将来において安定した食
糧安全保障を保つための方法を明らかにする． 
 
３．研究の方法 
 第 6 次結合モデル相互比較プロジェクト（CMIP6）による気候予測データで駆動された全球作
物モデル CYGMA の予測結果を用いた．気候変動が著しい場合（SSP585）と緩和された場合（SSP126）
の２つのシナリオで今世紀半ばのトウモロコシ収量を解析した．ただし，CMIP6 の多くの気候モ
デルは平衡気候感度を過大評価していることから（Scafetta, 2022, Geophysical Research 
Letters），大気再解析 ERA5 の気候感度に近い MPI-ESM1-2-HR と MRI-ESM2-0 モデルの 2 つを使
用した．次いで，農業研究開発投資（R&D）10 億ドルあたりの収量の伸びを国ごとに算出した．
解析に用いた国は 1996–2005 年のトウモロコシ生産量が 10 万トンを超える 71 カ国であり（図
1），世界銀行が分類する 4 つの所得水準（高所得国，高所得国，低中所得国，低所得国）で集計
した． 
 国内の米生産は Yoshida et al.(2015）に基づき，与えられた品種と気象条件の年間米収量を
シミュレートする H/H モデルによって都道府県別・品種別の米収穫量を計算した．品質について
は Fukui et al.(2019）に基づき，イネの品質を左右する開花日以降の温度蓄積による暑熱スト
レスを指数化（HD 指数）して都道府県別・品種別の一等米比率を算出した．このように計算さ
れた収穫量と品質の変化を，農林水産省が公表する米の地域別・品種別の相対取引価格を用いて
生産額に換算した．品種間価格差や等級別の割引を通じて、生産額には質と量の差が反映されて
いる． 
 
４．研究成果 
 気候変動の緩和が進んで昇温が抑えられる場合には今世紀半ばにかけて収量が増加するもの
の，緩和が行われず昇温が大きい場合には収量の伸びが頭打ちになった．この傾向は所得水準が
低い国でより顕著であった（図 2）．農業 R&D 10 億ドルあたりの収量の変化は現在の所得水準が
低い国ほど大きかった（図３）．これは，先進国で現在行われている収量増加の技術が低所得国
で導入される余地が大きいためである．ただしこの変化は温暖化が緩和できない場合には縮小
し，低所得国では緩和できた場合と比較して農業 R&D に対する収量の伸びは半減した．これらの
結果は，開発途上国を中心とした人口増加が著しい地域の食糧生産性の向上を継続するために
温暖化への緩和が不可欠であることを示している． 
 高所得国における気候変動の影響は，生産量の増減と品質の劣化の双方に現れる．食料消費が
飽和状態にあるため，品質の低下が著しい場合には穀物価格が低下し，生産者の所得が減少する．
気候変動の影響を大きく受ける米の主要産地として九州と東北を取り上げ，気候モデルによる
収穫量・品質の予測から生産額の変化を算出した．Process based model による分析から，品種
別の変化を識別し，10km メッシュごとの変化を図示した（図４）。気候シナリオの違い，特に温
度上昇が急激に進む場合は，品質の劣化による生産額の低下が現在は寒冷地である東北地方に
も及ぶことがわかった．過去の統計学的分析との整合性から天候と農産物生産額との因果関係
を生理学的メカニズムに応じて分析できることが示され，適応戦略として移植日等のフェノロ
ジーを改善することの妥当性が示された．シミュレーションの結果から，生産額変動の地域特性
や生産調整の強化といった過剰生産への制度的対応の必要性も示唆された．しかし、九州地方で
の農業用水利用の実態や二毛作による裏作の麦栽培歴の調査から，こうした制度変更は多くの
ステークホルダーによる合意形成が必要な課題であることも明らかとなった． 
 

  



 

 
 
図 1 農業研究開発投資に対するトウモロコシ収量の変化を算出した対象国．凡例のアルファベ
ット二文字は世界銀行が区分する所得水準を表し．HI は高所得国，UM は高中所得国，LM は低中
所得国，LO は低所得国．それぞれの括弧内の数値は国の数を表す． 
 

 
図２ 今世紀半ばにかけての（上段）農業 R&D，（中段）温暖化が緩和できた SSP126 シナリオの
トウモロコシ収量，（下段）緩和できない SSP585 シナリオのトウモロコシ収量．色の違いは社会
経済シナリオあるいは温暖化シナリオの違いを表す．中下段の点線は解析に使用した 2 つの全
球気候モデルの結果，実戦は 2つのモデルのアンサンブル平均を表す．  
 



 
図３ 農業 R&D 10 億ドルあたりのトウモロコシ収量の変化率．（赤）s585 と（青）s126 は気候
変動が緩和できなかった SSP585 シナリオと緩和できた場合の SSP126 シナリオを表し，アルフ
ァベット 2 文字は図 1 の所得水準と対応している．箱ひげ図は所得水準ごとに集計した国のば
らつきを表し，ひげは上位 10%と下位 10%，箱は上位 25%と下位 25%，横線は 50%の値を表す． 
 
 

 
図４ 産業革命前と比較して世界の平均気温が 4 ℃昇温した場合のコメ生産額の変化．（左）ひ
とめぼれ，（右）ヒノヒカリに対する分布で，灰色は 10 km メッシュ内の水田面積が 1%未満ある
いは解析対象外の地点を表す． 
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